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１．バリアフリー基本構想作成の背景と目的

（１） 背景と目的
現代社会は、平均寿命の延伸による長寿化、晩婚化や未婚化等による少子化により人口構成が大きく変化し、少子高齢化が進んでいます。
また、核家族化、高齢者世帯や一人暮らしの高齢者の増加など家族形態が変化し、家庭における育児力や介護力が衰えてきているとともに、障がいのある人が地域で安心して暮らすことができるような自立を支える支援が求められています。
このような社会の中で、高齢者や障がいのある人等が分け隔てなく普通に共存できる社会こそが正常な社会であるとするノーマライゼーションの考え方が広く浸透し、だれもが安心且つ安全に暮らせる街づくりが求められるようになってきました。
平成６年に、建築物のバリアフリー化を推進する｢高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律｣いわゆる｢ハートビル法｣が施行され、高齢者や障がいのある人等が円滑に利用できるよう建築物の質の向上が図られてきました。

平成12年には｢高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律｣いわゆる｢交通バリアフリー法｣が施行され、公共交通機関を利用した移動の利便性や安全性の確保を図るための整備がされてきました。

また、「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」といったユニバーサルデザインの考え方に基づき、まちづくりや交通環境整備を進めることが必要とされ、平成17年に「ユニバーサルデザイン政策大網」が策定され、バリアフリー施策を総合的に展開するため、平成18年には、｢ハートビル法｣と｢交通バリアフリー法｣を一本化して｢高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律｣いわゆる「バリアフリー新法」が６月15日衆議院本会議において可決成立し、12月20日に施行されました。
静岡市においても、現在「しずおかあったかプラン『静岡市ユニバーサルデザイン基本計画・行動計画』」が策定され、ユニバーサルデザインの考え方に基づくまちづくりを推進しています。
こうした取組みを継続して市全域に広げていくため、地域拠点の交通拠点となる草薙駅周辺地区を対象にバリアフリー新法に基づく基本構想を策定し、市の将来都市像である「誰にも安全で安心なまちづくり」の実現を目指します。

（２） 法の枠組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
バリアフリー新法は、高齢者や障がいのある人等の自立した日常生活や社会生活を確保するため、旅客施設や建築物、これらの施設相互間の経路、駅前広場、道路その他施設の利便性、安全性を向上させる一体的整備を推進することを目的としています。

（３） 基本構想の位置付け
草薙駅周辺地区バリアフリー基本構想は、バリアフリー新法に基づき策定するものであり、草薙駅周辺地区を対象として移動等円滑化に関する基本的な方針及び重点整備地区を指定し、その区域内における重点的かつ一体的なバリアフリー化を推進することを目的としています。
基本構想策定にあたり、関係する都市計画法、地方自治法等諸計画との整合を図ります。
















　
（４） 目標年次
基本構想の目標年次は、国の基本方針に基づき平成32年度(2020年度)を基本とし、各施設管理者は事業計画を定めるとともに、事業の特性から長期間を要する場合においては、中長期的な展望に立ち継続的にバリアフリー化を推進します。
（５） 策定体制
草薙駅周辺地区バリアフリー基本構想の策定にあたっては、各施設管理者である公共交通事業者（鉄道、バス）、道路管理者、公園管理者、公安委員会及び建築物所有者と調整、協議を行い、高齢者、障がいのある人及び地区代表者で構成される「懇談会」、学識者、障がいのある人等で構成される市の上位協議会である「交通政策協議会」の意向を反映して策定します。
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重点整備地区内の土地の所有者等が締結する移動等の円滑化のための経路の整備又は管理に関する協定の認可制度
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静岡市の上位計画・関連計画


・第2次静岡市総合計画





・静岡市都市計画マスタープラン


・静岡市ユニバーサルデザイン基本計画・行動計画


・静岡市障がい者計画	


・静岡市総合交通計画


・静岡市自転車道ネットワーク整備計画 


・静岡市のみちづくり


・静岡市公共サイン計画


・静岡市公共建築整備指針　　　　　等　











交通安全特定
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特定事業の完了(目標年次：平成32年度)
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国・県の法令・条例


[国]


・ユニバーサルデザイン政策大網


・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(バリアフリー新法)





[県]


・静岡県福祉のまちづくり条例


・ふじのくにユニバーサルデザイン行動計画








・公共交通事業者が作成する計画の認定制度


・認定を受けた事業に対し、地方公共団体が助成を行う場合の地方債の特例　　　等








・公共交通事業者、道路管理者、路外駐車場管理者、公園管理者、特定建築物の所有者、公安委員会が、基本構想に沿って事業計画を作成し、事業を実施する義務（特定事業）


・基本構想に定められた特定事業以外の事業を実施する努力義務








市町村、特定事業を　実施すべき者、施設を利用する高齢者、障がいのある人等により構成される協議会を設置





基本構想（市町村）








・旅客施設、官公庁施設、福祉施設その他の高齢者、障がいのある人等が生活上利用する施設の所在する一定の　地区を重点整備地区として指定


・重点整備地区内の施設や経路の移動等の円滑化に　関する基本的事項を記載　　　　　　　　　等





住民等による基本構想の作成提案





重点整備地区における移動等の円滑化の重点的・一体的な推進
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関係者の責務








以下の施設について、新設等に際し移動等円滑化基準に適合させる義務


既存の施設を移動等円滑化基準に適合させる努力義務


・旅客施設及び車両等


・一定の道路（努力義務はすべての道路）


・一定の路外駐車場


・都市公園の一定の公園施設（園路等）


・特別特定建築物（百貨店、病院、福祉施設等の不特定多数又は主として高齢者、　　　障がいのある人等が利用する建築物）


特別特定建築物でない特定建築物（事務所ビル等の多数が利用する建築物）の建築等に際し移動等円滑化基準に適合させる努力義務（地方公共団体が条例により義務化可能）


誘導的基準に適合する特定建築物の建築等の計画の認定制度








・関係者と協力して施策の持続的かつ段階的な発展（スパイラルアップ）


・心のバリアフリーの促進


・移動等円滑化の促進のために必要な措置の確保【国、地方公共団体、施設設置管理者等】


・移動等円滑化に関する情報提供の確保





基本方針（主務大臣）








・移動等の円滑化の意義及び目標


・公共交通事業者、道路管理者、路外駐車場管理者、公園管理者、特定建築物の所有者が　　　移動等の円滑化のために講ずべき措置に関する基本的事項


・市町村が作成する基本構想の指針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


・国、地方公共団体等の責務及び移動等の円滑化を促進するために講ずべき措置に関する事項
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